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Ⅰ．はじめに
日本では，中小企業で構成された組合は，一般
に中小企業組合と呼ばれており，中小企業団体の
組織に関する法律に規定されている協業組合や商
工組合（商業組合と工業組合），商店街振興組合
法に規定されている商店街振興組合や商店街振興
組合連合会，中小企業等協同組合法に規定されて
いる６つの中小企業等協同組合などがある。
中小企業等協同組合とは，中小企業等協同組合
法に基づく組合の総称であって，６つの組合で構
成されている。それらは，（１）事業協同組合，（２）
事業協同小組合，（３）火災共済協同組合，（４）
信用協同組合，（５）協同組合連合会，（６）企業
組合である。これらの組合は，単独では不足する
経営資源を協働組織により相互に補完することを
基調として，組合員自らの創意により共同事業を
行うところにその特長がある。このような組合事
業の本質は，組合員の公正な経済活動の機会を確

保し，それによってその経済的地位の向上を図る
ところにある。
この法律による組合は，日本の「独占禁止法」
の適用が原則として除外されている。これは中小
企業者等が組織化し，共同事業によってその競争
力を強めることは，独占禁止法の趣旨に反するも
のではなく，かえって公正な競争の機会を与える
ものであって，中小企業等の組織と共同事業は経
済民主化を拒むものではなく，むしろこれこそ経
済の民主化を促進する場合が多いからである。
これらの組合のうち，事業協同組合は，中小企
業者が相互扶助の精神に基づき，共同して経済事
業を行うことによって，中小企業者が抱える諸問
題を解決し，中小企業者の経営の近代化・合理化
を図り，中小企業者の経済的地位の向上を図るこ
とを目的とした組織の１つである。即ち，この組
織は，中小企業者の集まった共同事業体であり，１
社の中小企業では実施することが難しい規模の大
きな事業の実施を可能とする。さらに，この組織
は，中小企業の組合制度の中でも代表的な存在で，
広く中小企業者に利用されている。また，事業協
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同組合は，４社以上の企業で構成する必要があり，
出資額の多寡に関わらず，総会での議決権は１社
あたり１票であることが法で規定されている。
しかしながら，事業協同組合を構成する各企業
では，自社の利益を優先させたいなどの思惑もあ
る。このように，事業協同組合は，企業間の利害
関係の調整などの様々な面で運営が難しいと言わ
れているが，難しい経営環境の中でも事業の継続
に成功したり，組合の収益を向上させたり，組合
の活性化を行ったりするなど，運営に成功してい
る組合もある。
本研究では，この運営に成功した組合を対象に，
インターナル・マーケティングの視点からケース
・スタディ・リサーチを行うことにより，組合運
営の成功要因について考察していきたいと考える。

Ⅱ．先行研究
中小企業組合の研究において，その中心に位置
するのは，百瀬恵夫である。百瀬の研究では，中
小企業の組織化の現状と課題（百瀬，１９８３）や中
小企業の組合における理念や活性化の方向性（百
瀬，１９８９），特定の業種，特に運輸事業の組合に
着目しその理念と活性化（百瀬，１９９２），中小企
業の協同組織に関する成功事例（百瀬，２０００）に
ついて述べているなど，多岐にわたっている。さ
らに，中小企業組合のリーダーシップ（百瀬，２０００），
協同組織におけるリーダーシップ（百瀬，２００３）
などの独自のリーダーシップ論を展開している。
また，組合事業における組合員の利用率低下と組
合員のニーズへの適合（百瀬，２０００）についても
言及している。
しかしながら，言及しているのは組合員のニー
ズまでであり，顧客視点，マーケティング視点ま
では言及していない。さらに，組合と組合員を一
体として見る視点から論じており，完全に分離し
て見る視点からは論じていない。
また，中小企業組合に関する他のものでは，大
阪府内の事業協同組合についての現状と問題点
（大阪府立商工経済研究所，１９７５）や，中小企業
の組合についての解説（渡辺，１９８５；全国中小企
業団体中央会，２０２３），中小企業組合の組織の活
性化（今口，１９８９），中小企業の組織の多様化と
組織化指導（上野，１９９４），事業協同組合の共同

事業が成果をあげられない要因（関，２０１０），中
小企業組合の IT化（相馬，２０１３）について述べ
ているもの，外国人技能実習生の受け入れにおけ
る事業協同組合の役割（軍司，２０１３）や帰国後の
就業に向けた取り組みと課題（佐藤，２０１４）につ
いて述べているもの，木材ビジネスの飛躍の事例
（遠藤，２０１６）について述べているものなどがあ
る。
さらに，他では，中小企業組合などの視点から
地域経済と地場産業の振興（小原，１９９５）や，地
域と地場産業・産地の振興に果たす中小企業組合
の役割（小原，１９９６），協同組合の理論や今後の
課題（清水，２００７），中小企業の適正化と協業化
（門川，２００８），中小企業連携組織の動向や事業活
動分野（佐久間，２０１３）について述べているもの
などがある。
海外では，日本にあるような中小企業の協同組
合が共同で事業を行う先行研究を見つけることが
できなかった。しかしながら，企業のアライアン
スなど，共同の取り組みについて研究された内容
があった。競争と協力の間における十分なバラン
スがとれるようにするための方法として，水平的
コーペティション（競争関係にある者同士が，お
互いの利益を得るために協力すること）のタイポ
ロジー（Hannachi and Coléno，２０１２）や，競争優
位性における共通の重要性に代わるものとして，
共同での優位性（Huemer，２０１４），コーペティショ
ン（競争関係にある企業同士が，お互い利益を得
るために協力すること）での共同活動の成功要因
の分析から競合企業間における協力への理解
（Lindström and Polsa，２０１６），アライアンスが成
功するための契約的複雑性，ガバナンス，組織の
形態に関する理論的フレームワークを提供
（Schweitzer and Gudergan，２０１１）するものなどが
ある。
このように，海外での協同組合による共同事業
の研究が見つけられない要因として，協同組合の
基本的な原則や考え方は同様又は類似であっても，
日本の中小企業等協同組合法に規定された協同組
合とは違うためであると考えられる。
また，トランスフォーメーショナル・リーダー

（Tichy and Devanna，１９８６）や，飛躍する組織の
リーダー（Collins，２００１），リーダーシップのタ
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イプとレベルを体系化（佐藤，２００９）したもの，
インターナル・マーケティング研究の現状と課題
（平岩，２０１２），インターナル・マーケティングの
機能不全とリーダーの関係（平岩，２０１４），サー
ビス組織のターンアラウンドに成功したリーダー
の特徴（平岩・佐藤，２０１６）について述べている
もの，インターナル・マーケティングをリーダー
シップの視点から研究したもの（平岩，２０１６）な
どがあるが，これらの研究では，インターナル・
マーケティングやリーダー，リーダーシップにつ
いては述べているが，事業協同組合については言
及していない。
このようなことから，これまでの研究では，事
業協同組合に関するインターナル・マーケティン
グやリーダー，リーダーシップに関して明らかに
している研究は見当たらないのが現状である。

Ⅲ．研究方法
本研究では，４つの事業協同組合を対象に，イ
ンタビュー調査や観察調査によって情報を収集し，
それらの情報をインターナル・マーケティングの
視点からケース・スタディ・リサーチの方法を用
いて分析を行い，事業協同組合の運営の成功に影
響を及ぼしている要素を抽出している。
ケースの対象となる組織は，難しい環境の中で
も，組合の運営に成功している４つの事業協同組
合である。

Ⅳ．ケース対象組織の概要
本研究のケースの対象となる組織は，４つの事
業協同組合である。これらの事業協同組合は，難
しい経営環境の中でも事業の継続に成功したり，
組合の収益を向上させたり，組合の活性化を行っ
たりするなど，運営に成功している以下の事業協
同組合である。各組合の概要は，以下のとおりで
ある。
なお，組織名を伏せておく必要から，組織名な
どの名称等は全て変更している。

１．A協同組合
A協同組合は，警備業であることを組合員資格
として設立された事業協同組合である。主な経済
事業は，警備業の共同受注，装備品の共同購買，

事業資金の貸付け，債務保証である。非経済事業
は，教育情報と福利厚生である。
当該組合では，警備業の共同受注を主軸に事業
を展開していた。しかしながら，組合の主流派と
意見（経営方針）の合わない組合員企業の脱退な
どがあり，共同受注は縮小していき，受注斡旋が
主となっていった。
トップである理事長（代表理事）は，このよう
な状況を変えようとし，まず，支援機関に依頼，
相談し，組合員企業への組合での受注に対する意
識づけや，やる気を浸透させていくための講習を
してもらった。その後，役員会での度重なる討議
を経て，徐々に積極的な共同受注を行うように
なっていった。
その後，新たな共同受注委員長が就任し，その
共同受注委員長の積極的な受注促進のための営業
活動や宣伝活動，共同受注委員長を含む６人のメ
ンバーの選定や，受注内容の各組合員企業への連
絡などの共同の組織の受注体制の構築，そして，
トップである理事長が共同受注委員長の意向を汲
み取ろうとするなどの積極的な支援の結果，徐々
に受注額は向上し，復活を果たした。
また，組合の役員を中心としたビジョン構築や，
ビジョンに基づいた目標の設定などにも取り組み，
その後の積極的な受注活動によって，受注額はさ
らに向上していった。

２．B協同組合
B協同組合は，管工事（水道工事）業及び土木
工事業を行う事業者であることを組合員資格とし
て設立された事業協同組合である。主な経済事業
は，管工事及び土木工事の共同受注，水道施設の
維持管理業務（量水器取替及び検針業務）の共同
受注，資材の共同購買，水道工事の共同宣伝であ
る。非経済事業は，教育情報と福利厚生である。
設立当初の共同受注は管工事だけであったが，後
に土木工事も追加している。これは，管工事を行
うためには土木工事も必要であり，その土木工事
も組合で受注しようと考えたためである。
共同で多くの仕事を受注したいと考えていたが，
その思いとは逆に，仕事の質，量ともに思ったよ
うにいかず，赤字が重なり，数年後には，累積赤
字が膨らんでいった。
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その後，当該組合のトップである理事長（代表
理事）が交代した。新理事長は，累積赤字を解消
するため，地元の市役所からの受注を増やそうと
考えた。さらに，組合のイメージを良くして，そ
の受注を増やすため，官公需適格組合の証明も取
得し，地元の市役所からの受注を促進させるため，
積極的な受注活動を展開するなどの努力をして
いった。その結果，累積赤字は解消し，当該組合
は再生を果たした。

３．C協同組合
C協同組合は，衣服その他の繊維製品及び身の

回り品の製造業を行う事業者であることを組合員
資格として設立された事業協同組合である。主な
経済事業は，衣服その他の繊維製品及び身の回り
品の共同受注，衣服その他の繊維製品及び身の回
り品の共同検査，資材の共同購買，経済的地位の
向上を図るためにする団体協約の締結，事業資金
の貸付けである。非経済事業は，教育情報と福利
厚生である。
当該組合は，役所などから発注される業務を組
合が受注するために設立されたが，主力の経済事
業である共同受注事業が振るわず，累積の欠損が
増加し，低迷した状態が続いていった。
４年後には組織の改革と合理化に着手すること
となり，これまでの累積の欠損金の清算や，新理
事長（新代表理事）の選任などが行われた。その
後，組織の改革と合理化の努力を行い，その２年
後には，積極的な受注獲得活動によって受注額が
増加し，その後は，徐々に受注額（売上高）が増
加していった。
しかしながら，役所からの発注はその規模や額
の面で不安定性が高く，安定した受注額を確保し
ていくのは難しい状況であった。このような状況
の中，他から官公需適格組合という制度があるこ
とを聞き，設立から約２６年後には，官公需適格組
合の証明を取得した。
ところが，役所の発注形態や発注額，発注量も
徐々に変化し，全体として，随意契約や指名など
が減少する中，入札が増加していった。さらに，
発注価格の低下だけでなく，受注量も低下してい
き，組合員企業も減少していった。
組合の受注額（売上高）が徐々に低下していく

中，設立から約３３年後に，理事長（代表理事）が
交代し，新理事長（新代表理事）が就任した。さ
らに，役員人事も刷新し，組合員一丸となって事
業に取り組むこととなった。
当該組合では，受注額（売上高）だけでなく，
組合員企業も減少してきたが，徐々に少数精鋭の
組織になっていった。この少数精鋭の組織で，厳
しい経営環境の中でも，営業エリアの拡大化を図
り，様々なところへアプローチを行っていくこと
によって，受注を確保できる組合になっていった。

４．D協同組合
D協同組合は，下水道管路の調査・清掃・修繕
の業務を行う事業者であることを組合員資格とし
て設立された事業協同組合である。主な経済事業
は，下水道管路の調査・清掃・修繕の業務の共同
受注，下水道管路の調査・清掃・修繕の業務に用
いる資材の共同購買，下水道管路の調査・清掃・
修繕の業務の共同宣伝である。非経済事業は，教
育情報と福利厚生である。
この組合のトップである理事長（代表理事）が，
規模の大きな業務を受けることができるようにす
るため，他の同業者に声をかけ，事業協同組合を
設立したのである。
設立当初は，下水道管路の調査・清掃・修繕の
業務の共同受注を主軸に事業を展開しようと考え
ていたが，設立当初は事業がうまく軌道に乗らず，
赤字となっていた。
理事長（代表理事）は，この赤字を解消するた
めには，まず，組合の主力の経済事業である共同
受注をうまく軌道に乗せ，さらには促進させてい
く必要があると考えていた。このため，受注促進
のためのアプローチや共同受注を行うための組織
体制の整備などの努力を重ねていった。
このような熱心な努力の結果，約２年後には単
年度ではあるが，最終の決算では黒字に転換させ
ることに成功した。さらに，その次の年度では，
徐々に受注額が増加し，累積の赤字についても，
年度末を待たずして，年度途中に解消した。組合
は復活に成功した。

Ⅴ．考察
ここでは，成功した事業協同組合のリーダーの



事業協同組合における成功要因に関する研究

－105－

思考と行動，さらには，成功した事業協同組合の
リーダーの特性，能力，価値観について，分析し
た内容を述べることとする。

１．成功した事業協同組合のリーダーの思考と行動
筆者は，インターナル・マーケティングの要素
のうち，インターナル・マーケティングの起点で
あるリーダーが行う思考と行動に焦点をあて，分
析を行った。また，分析は，リーダーが組織の改
革に取り組んだ期間を，初期，中期，後期の３つ
のステージに分けて行った。この分析によって，
事業協同組合の運営の成功に影響を及ぼしている
リーダーの思考と行動に関する要素について抽出
している。
この分析で明らかになったことは，大きく２つ
ある。１つは，改革が進んでいく度合いによって，
リーダーの思考と行動に変化が見られたことであ
る。ここでは，改革の時期を初期，中期，後期の
３つのステージに分けて，その変化した内容を分
析している。もう１つは，３つの期間のそれぞれ
におけるリーダーの思考と行動の内容である。
３つの期間の初期では，リーダーが，改革が必
要であると考えるに至った気づきや認識などの
「現状把握」である。中期では，改革のために必
要となる組織の「理念の作成，浸透，行動」であ
る。さらに，後期では，さらなる理念の浸透とな
る「理念の深浸透」である。
まず，A協同組合では，初期の気づきや認識な
どの「現状把握」では，共同受注事業がうまく働
いていない「現状の組合では駄目だ」ということ
に気づいた。この状況の「現状脱却」から始まり，
その後に，「組合は，親睦団体ではなく，本来実
施すべき事業，特に経済事業をできるようにした
い」と認識し，そのための「ビジネス・モデル」
を考えるようになった。中期の「理念の作成，浸
透，行動」では，まず，組織の理念を作成し，そ
の理念を組合員企業へ伝えていった。また，共同
受注事業を促進させるため，それを推進してもら
う新たな推進者を選定し，受注促進のための行動
を開始した。さらに，後期の「理念の深浸透」で
は，共同受注事業の運営を推進者に任せ，推進者
の積極的な受注活動による受注獲得によって理念
の深浸透（さらなる浸透）を図った。さらに，理

念に基づく受注を促進させるため，組合員企業へ
さらなる協力を要請した。
B協同組合では，初期の気づきや認識などの「現

状把握」では，この組合は赤字であったため，赤
字を解消したいと気づいた。即ち，赤字の状況か
ら「現状脱却」をしたいと考えた。赤字を解消す
るためには，組合の経済事業，特に共同受注事業
を促進させることによってターンアラウンドを図
る必要があると認識した。そして，ターンアラウ
ンドを行うためのビジネス・モデルを考えるよう
になった。中期の「理念の作成，浸透，行動」で
は，組織の理念を作成し，その理念を組合員企業
へ伝えていった。また，共同受注事業を推進して
もらう新たな推進者を育成し，その推進者ととも
に受注促進のための行動を開始していった。さら
に，後期の「理念の深浸透」では，推進者がうま
く受注促進を行っていくことができるよう，トッ
プも受注確保のサポートを行い，受注確保という
結果によって理念の深浸透（さらなる浸透）を図っ
ていった。また，理念に基づき受注を安定させる
ため，組合員企業への協力を依頼するようになっ
ていった。
C協同組合では，初期の気づきや認識などの「現
状把握」では，厳しい経営環境の中であったが，
組合を存続させたいということに気づいた。そし
て，組合存続のためには，経済事業，特に共同受
注事業を促進させ，組合の売上，収益を増やし，
ターンアラウンドを図っていく必要があると認識
した。そして，そのターンアラウンドを行ってい
くためのビジネス・モデルを考えるようになった。
中期の「理念の作成，浸透，行動」では，組織の
理念を作成し，共同受注事業を推進してもらう新
たな推進者を選定した。そして，その理念を組合
員企業へ伝え，受注促進のための行動を開始して
いった。さらに，後期の「理念の深浸透」では，
共同受注事業の運営を推進者に任せ，推進者と組
合員企業との積極的な受注活動と受注確保により，
理念の深浸透（さらなる浸透）を図っていった。
また，理念に基づく受注活動の継続を組合員企業
へ依頼した。
D協同組合では，初期の気づきや認識などの「現
状把握」では，この組合は赤字であったため，赤
字の体質を改善したいと気づいた。即ち，赤字の
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体質の「現状脱却」をしたいと考えた。この赤字
を解消するためには，組合の経済事業，特に共同
受注事業を促進させる必要があると認識した。そ
して，ターンアラウンドを行っていくためのビジ
ネス・モデルを考えるようになった。中期の「理
念の作成，浸透，行動」では，組織の理念を作成
し，共同受注事業を推進してもらう新たな推進者
を選定した。そして，理念を組合員企業へ伝え，
受注促進のための行動を開始していった。さらに，

後期の「理念の深浸透」では，共同受注事業の運
営を推進者に任せ，推進者の積極的な受注活動に
より受注の確保を図り，成功によって理念の深浸
透（さらなる浸透）を図っていった。また，理念
に基づく受注を促進するため，組合員企業へ協力
を依頼した。
ここまでの内容をまとめたものが，表１である。
また，既述の内容の他に，この分析で明らかに
なったことが２つある。１つは，成功した事業協

表１ 変革の初期，中期，後期における成功する事業協同組合のリーダーの思考と行動



事業協同組合における成功要因に関する研究

－107－

同組合では，改革のための活動を推進してくれる
推進者の存在が確認されたことである。組織の理
念はリーダーが考えているが，理念に基づいた活
動，ここでは共同受注事業の促進のための活動で
あるが，この活動の中心には推進者がいたという
ことである。そして，もう１つは，改革が進み，
その後期になる頃には，リーダーは，共同受注事
業の運営を推進者に任せるようになっていること
である。どの組合も，後期での共同受注事業の活
動の中心的な役割を担っているのは推進者であり，
リーダーは活動の中心的なポジションではなく，
サポートなどの支援的補助的な役割にポジション
をシフトさせている。

２．成功した事業協同組合のリーダーの特性，能
力，価値観
上記では，リーダーが行う思考と行動に焦点を
あて，分析したことによって，インターナル・マー
ケティングの要素を抽出した。ここでは，成功し
た事業協同組合のリーダーそのものに着目し，そ
のリーダーの保有する特性，能力，価値観に焦点
をあて，分析を行った。
特性としてはリーダーのタイプ，能力としては
リーダーシップ・スタイル，価値観としては存在
意義の認識や経営哲学を抽出した。
A協同組合では，リーダーは，他の人の意見を
よく聞こうとするタイプであり，成果の発表など
は，リーダーである自分は前に出ず，他の人に前
に出てもらうようなタイプである。リーダーシッ
プについては，当初はトランスフォーメーショナ
ル・リーダーのスタイルであったが，徐々にサー
バント・リーダーのスタイルに変化していった。
さらに，存在意義の認識や経営哲学については，
「組合は，ただの親睦団体であってはいけない。経
済事業を行う組織でなければならない。」との考
えをもっていた。
B協同組合では，リーダーは，目立ったり，注

目されたりすることを嫌うタイプであり，自ら進
んでリーダーになる性格ではない。しかしながら，
周りから頼まれると，リーダーになることがある。
このB協同組合でリーダーになったのも，周りか
ら頼まれて，仕方なくなったのである。但し，一
度リーダーになると，組織を良くしようと，熱心

に行動するタイプでもある。リーダーシップにつ
いては，当初はCollins（２００１）の述べる第５水準
のリーダーとトランスフォーメーショナル・リー
ダーの２つのスタイルの両方をもっていたが，
徐々にサーバント・リーダーのスタイルに変化し
ていった。さらに，存在意義の認識や経営哲学に
ついては，「組合は，組合員企業のための受注を
確保するとともに，きちんと売上や収益を確保で
きる組織でなければならない。」との考えをもっ
ていた。
C協同組合では，リーダーは，通常は温和であ
り，人の話を聞くことを中心としたコミュニケー
ション・スタイルをとるタイプであるが，主張す
べきところでは，非常に熱く語るという面もある
タイプである。リーダーシップについては，A協
同組合のリーダーと同様，当初はトランスフォー
メーショナル・リーダーのスタイルであったが，
徐々にサーバント・リーダーのスタイルに変化し
ていった。さらに，存在意義の認識や経営哲学に
ついては，「組合は，受注を確保し，組合員企業
や組合の売上や収益に結びつくことを行っていく
組織でなければならない。」との考えをもってい
た。
D協同組合では，リーダーは，通常は温和で，
自らが前に出ないタイプであり，裏方などの他の
人のサポートをすることが多いタイプである。し
かしながら，他人に流されず，自らの意見を持ち，
主張すべきところでは，主張するタイプでもある。
リーダーシップについては，A協同組合やC協同
組合のリーダーと同様，当初はトランスフォー
メーショナル・リーダーのスタイルであったが，
徐々にサーバント・リーダーのスタイルに変化し
ていった。さらに，存在意義の認識や経営哲学に
ついては，「組合は，組合員企業のための受注を
開拓するとともに，組合本体も収益を確保できる
組織でなければならない。」との考えをもってい
た。
ここまでの内容をまとめたものが，表２である。
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Ⅵ．結論と今後の方向性
上述の分析の結果，成功した事業協同組合の

リーダーの思考と行動を明らかにすることができ
た。さらには，成功をもたらしたリーダーの人物
像を明らかにするため，リーダーの特性，能力，
価値観について明らかにした。これらの内容につ
いて，理論的・実務的貢献の視点から，以下で述
べることとする。さらに，この研究の限界と今後
の研究の方向性についても，以下で述べることと
する。
まず，本研究の理論的・実践的貢献を述べる。

理論的・実践的貢献の１つ目としては，事業協同
組合においてインターナル・マーケティングの視
点から，改革の進む度合いでリーダーの思考と行
動に変化が見られることを明らかにしたことであ
る。２つ目は，リーダーの思考と行動の内容を明
らかにしたことである。３つ目は，事業協同組合
において成功するリーダーの人物像を，特性，能
力，価値観の視点から明らかにしたことである。
また，事業協同組合の改革におけるサーバン
ト・リーダーシップの重要性を明らかにしたこと
も，理論的・実践的貢献である。

表２ 成功した事業協同組合のリーダーに関する特性，能力，価値観
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次に，本研究の限界と今後の研究の方向性につ
いて述べる。研究の限界として挙げられるのは，
リーダーの思考・行動と人物像との関連性のメカ
ニズムに関することである。本稿では，リーダー
の思考・行動と人物像との関連性のメカニズムに
関することまでは言及していない。リーダーの思
考・行動と人物像との関連性のメカニズムを明ら
かにすることは重要であると考える。
このため，今後の研究の方向性としては，リー
ダーの思考・行動と人物像との関連性に関するメ
カニズムについて研究していきたいと考える。
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